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Ⅰ 障害者総合支援法等の概要 

～障害者自立支援法制定から障害者総合支援法への改正まで～ 

 

１ 障害者自立支援法の制定 

 

平成18年10月1日、障害者自立支援法が完全施行されました（平成18年4月1日一部施行、同

10月1日施行）。障害者自立支援法は、障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点

から、これまで障害の種類ごとに異なる法律に基づいて提供されてきた福祉サービス、公費

負担医療等について、共通の制度の下で一元的に提供する仕組みを創設した法律です。 

自立支援給付の対象者、内容、手続き、地域生活支援事業、サービスの整備のための障害

福祉計画の作成、費用の負担等を定めるとともに、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び児童福祉法について所要の改正が行われまし

た。 

 

２ 障害者自立支援法による改革のねらい 

 

（1）障害者の福祉サービスを「一元化」 

障害の種類（身体障害、知的障害、精神障害）にかかわらず障害者の自立支援を目的

とした共通の福祉サービスは共通の制度により提供。 

（2）障害者がもっと「働ける社会」に 

一般就労へ移行することを目的とした「就労移行支援事業」を創設するなど、働く意

欲と能力のある障害者が企業等で働けるよう、福祉施策として支援。 

（3）地域の限られた社会資源を活用できるよう「規制緩和」 

市町村が地域の実情に応じて障害者福祉に取り組み、障害者が身近なところでサービ

スを利用できるよう、施設基準や運営基準を緩和。 

（4）公平なサービス利用のための「手続きや基準の透明化、明確化」 

障害者の福祉サービスの必要性を総合的に判定するため、支給決定の各段階において、

①全国統一基準のアセスメント及び審査会に基づく障害程度区分の認定、②社会活動や

介護者、居住等の状況、③サービスの利用意向等を把握し、支給決定を行う。 

（5）増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し支え合う仕組みの強化 

① 利用したサービスの量や所得に応じた「公平な負担」 

障害者が福祉サービス等を利用した場合に、利用したサービスの量や所得に応じた

公平な利用者負担や食費等の実費負担を求めた。 

② 国の「財政責任の明確化」 

福祉サービス等の費用について、これまで国が補助する仕組みであった在宅サービ

スも含め、国が義務的に負担する仕組みに改めた。 
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３ 障害者自立支援法等の制度改正 

 

（1）「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまで

の間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（平

成22年12月10日公布）による改正 

 

① 利用者負担の見直し（平成24年4月1日施行） 

・ 利用者負担について、応能負担を原則化 

・ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減 

 

② 障害者の範囲の見直し（公布日施行） 

・ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化 

 

③ 相談支援の充実（平成24年4月1日施行） 

・ 相談支援体制の強化（地域移行支援、地域定着支援の個別給付化など） 

・ 支給決定プロセスの見直し、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大 

 

○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援） 

 従  前 改 正 後 

実施者 ― 指定一般相談支援事業者 

事業者指定 ― 県、政令市、中核市 

内 容 （補助金） 

・ 精神障害者地域移行、地

域定着支援事業 

・ 居住サポート事業 

地域相談支援 

・ 地域移行支援（退院、退

所のための外出同行、入居

支援など） 

・ 地域定着支援（24時間体

制の緊急相談支援など） 

 

○ サービス等利用計画の作成を「計画相談支援」として、対象者を拡大（地域の提供

体制の整備状況に合わせ、施行後３年間で段階的に拡大） 

 

計画相談支援（サービス利用支援、継続サービス利用支援） 

対象者は、障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する全ての障害者また

は障害児。（地域生活支援事業は対象外）障害児の通所支援に係る計画作成は、

児童福祉法に規定される「障害児相談支援」。対象は、児童福祉法の障害児通所

支援を利用する全ての障害児。 
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○ 支給決定プロセスの見直し 

市町村は、支給決定にあたって必要と認められる場合には、指定特定相談支援

事業者（指定障害児相談支援事業者）が作成する「サービス等利用計画案」（障

害児支援利用計画案）の提出を求め、その内容も勘案し支給決定を行う。 

 

（支給決定までの基本的な流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （※）不服がある場合、県に不服申立てをすることが出来る。 

平成26年4月1日から「障害程度区分」が「障害支援区分」に改正 

 申  請 

障害程度支援認定調査（80 項目）や同行援護、児童等に係る調査 

 
一次判定(市) 

 
二次判定(審査会) 

医師の 
意見書 

 障害支援区分認定（※） 

介護状況ほか勘案事項調査項目、サービスの利用意向の聴取など 

サービス等利用計画案の提出 

支給決定及び訓練等給付の暫定支給決定の案作成 

支 給 決 定 （※） 

サービス等利用計画の作成 ⇒ サービス開始 

サービス等利用計画案の提出依頼 

サービス等利用計画案 
判定機関の意見聴取 

地域相談支援や訓練等給
付、児童支援など障害支援
区分認定不要の場合 

内容不一致 

計画相談支援事業者 
障害児相談支援事業者 
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④ 障害児支援の強化（平成24年4月1日施行） 

・ 児童福祉法に規定（種別一元化、通所サービスの実施主体を市町村へ） 

・ 放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の創設 

・ 在園期間の延長措置の見直し（18歳以上の入所者は障害者自立支援法※で対応） 

 

（各施設における移行イメージ） 

 

  〔自立支援法〕（市町村実施）         〔児童福祉法〕（市町村実施） 

 

 

 

 

 

 

  〔児童福祉法〕（都道府県実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         〔児童福祉法〕（都道府県実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 25年 4月 1日から「障害者総合支援法」に題名変更（後述）

児童デイサービス 

（移行先）児童発達支援、放課後等

デイサービスなど 

障害児通所支援 

 

〇児童発達支援（幼児） 

・ 児童発達支援センター 

⇒地域の療育支援施設の中核 

・ 児童発達支援事業 

⇒身近な療育の場 

 

〇医療型児童発達支援（幼児） 

・ 児童発達支援+医療機能 

 

〇放課後等デイサービス（就学児） 

 

〇保育所等訪問支援 

通所サービス 

・ 知的障害児通園施設 

・ 難聴幼児通園施設 

（移行先）児童発達支援 

・ 肢体不自由児通園施設（医） 

（移行先）医療型児童発達支援 

・ 重心通園事業（補助事業） 

（移行先）児童発達支援 

入所サービス 

・ 知的障害児施設 

・ 盲ろうあ児施設 

・ 肢体不自由児施設（医） 

・ 重症心身障害児施設（医） 

など 

通所サービス 

 

障害児入所支援 

・ 福祉型障害児入所施設 

・ 医療型障害児入所施設 

（18歳以上は自立支援法※で市町村対応） 

入所サービス 
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⑤ 地域における自立した生活のための支援の充実（平成23年10月1日施行） 

・ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設 

・ 同行援護（重度視覚障害者の移動支援の個別給付化）を創設 

・ その他、成年後見制度利用援助事業の必須事業化など 

 

（2）「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備に関する法律」（平成24年6月27日公布）による改正 

 

① 題名変更（平成25年4月1日施行） 

法律の題名を「障害者自立支援法」から「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律」（略称：障害者総合支援法）とした。 

 

② 基本理念（平成25年4月1日施行） 

改正障害者基本法を踏まえ、法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を

実現するため、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去

に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを法律の基本理念として新たに掲げ

た。 

 

③ 障害者の範囲に難病等を追加（平成25年4月1日施行） 

 「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を加えた。 

 

④ 障害支援区分の創設（平成26年4月1日施行） 

「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要と

される標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改めた。 

 

⑤ 障害者に対する支援（平成25年4月1日施行）エ、（平成26年4月1日施行）ア、イ、ウ 

ア 重度訪問介護の対象者拡大 

イ 共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）への一元化 

ウ 地域移行支援の対象者拡大 

エ 地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるための研修や啓発を行う

事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等） 
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（3）「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部

を改正する法律」（平成28年6月3日公布）による改正 

 

① 新サービスの創設（平成30年4月1日施行） 

ア 就労定着支援 就業に伴う生活面での課題に対応できるよう、事業所・家族との

連絡調整等の支援を行う。 

イ 自立生活援助 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、

定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相談・助言等を

行う。 

ウ 居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対

し、居宅を訪問して発達支援を提供する。 

 

② サービス内容の拡充（平成30年4月1日施行） 

ア 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする。 

イ 保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児も対象とする。 

 

③ 高齢障害者の介護保険サービスの円滑な利用（平成30年4月1日施行） 

ア 障害福祉サービスに相当する介護保険サービスを利用する低所得の高齢障害者

について、一定の条件を満たす場合、当該介護保険サービスの利用者負担を償還す

る制度の創設 

イ 障害福祉サービス事業所が介護保険サービス事業の指定をとりやすくする仕組

みの創設（共生型サービス） 

 

④ その他（平成28年6月3日施行）ア、（平成30年4月1日施行）イ、ウ、エ 

ア 医療的ケアが必要な障害児についての、保健・医療・福祉等の連携強化 

イ 各自治体における障害児福祉計画の策定 

ウ 補装具費の支給範囲の拡大（貸与の追加） 

エ 障害福祉サービス等情報公表制度の創設 
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４ 障害者総合支援法等のサービス 

 

障害者総合支援法によるサービスは大きく分けて「自立支援給付」と「地域生活支援事

業」に分かれ、一部を除き障害種別に関わりなくサービスを利用することが可能。 

また、「施設」と「在宅」で分かれていた福祉サービス体系を見直し、昼間は地域の「日

中活動場所」、夜間は「入所施設」などと複合的にサービスを利用することも可能となった。 

なお、自立支援給付には、更生医療・育成医療・精神通院医療を一つとした「自立支援

医療」や「補装具費の支給」も含まれる。 

 

① 自立支援給付 

  

・地域相談支援：入所施設や精神科病院等から地域生活への移行等を実施（地域移行支援）。

地域生活が不安定な人の緊急相談等を実施（地域定着支援）。 

 

・介護給付：障害程度が一定以上の人に生活上又は療養上の必要な介護を実施。 

 

 

 

 

 

 

 ・訓練等給付：身体的又は社会的なリハビリテーションや就労につながる支援を実施。 

 

 

 

 

 

 

・自立支援医療（平成１８年４月から） 

  障害の種類や年齢により別々に決められていた医療費のしくみを一本化。 

 

・補装具費の支給 

  補装具の購入や修理、貸与にかかる費用の一部を自己負担（応能負担）、残りを市が

負担。 

 居宅介護（身体介護、乗降介助、家事援助）、重度訪問介護、同行援護、

行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、療養介護、生活介護、施

設入所支援 

 

 自立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、

Ｂ型）、共同生活援助（介護サービス包括型、外部サービス利用型、日

中サービス支援型）、就労定着支援、自立生活援助 
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② 地域生活支援事業 

 

 市が障害者を総合的に支援する体制をつくり、さまざまな事業を実施。 

  

○ 理解促進研修・啓発事業 

○ 自発的活動支援事業 

○ 相談支援事業（基幹相談支援センター等機能強化事業） 

○ 成年後見制度利用支援事業 

○ 成年後見制度法人後見支援事業 

○ 意思疎通支援事業 

○ 日常生活用具費給付事業 

○ 意思疎通支援者養成研修事業※ 

○ 移動支援事業 

・ 個別支援型 

○ 地域活動支援センター機能強化事業 

 

 

 

○ 日常生活支援事業 

・ 福祉ホーム事業 

・ 訪問入浴サービス事業 

・ 日中一時支援事業（日中短期入所事業・タイ 

ムケア事業） 等 

○ 社会参加支援事業 

・ レクリエーション活動等支援事業 

・ 芸術文化活動振興事業 

・ 点字・声の広報等発行事業 

・ 自動車運転免許取得・改造助成事業 等 

○ 権利擁護支援事業 

○ 就業・就労支援事業 

 

 

 

 

市町村の判断により、自立

した日常生活又は社会生活

を営むために必要な事業 
障害者総合支援法第 77 条 

第 3 項 

必須事業 
障害者総合支援法第 77 条 

第１項第 1 号～第 9 号 
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姫路市 

障障害害福福祉祉ササーービビススのの体体系系  

 

  障害のある人を支える障害福祉サービス体系は、障害者総合支援法に規定される、

個々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況等）を踏まえ、

個別に支給決定が行われる「自立支援給付」と、市町村事業として柔軟に実施される

「地域生活支援事業」、児童福祉法に規定される「障害児支援」などで構成されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法 
※ 障害者総合支援法によ
るサービスではないが、関
わりが深いもの 

 
●障害児相談支援 
 
【障害児通所支援】 
●児童発達支援 
●放課後等デイサービス 

など 
 
【障害児入所支援】 
●障害児入所施設 

など 

障
害
の
あ
る
人 

 
●相談支援事業（基幹相談支援ｾﾝﾀｰ等機能強化事業） 
●意思疎通支援事業 
●日常生活用具費給付事業 
●移動支援事業 
●地域活動支援センター事業 
●福祉ホーム事業 
●訪問入浴サービス事業  ほか 

兵庫県 
 
●専門性の高い相談支援 
●広域的な対応が必要な事業 

地域生活支援事業 

 
 

相談支援 
 
●地域相談支援 
●計画相談支援 

介護給付 
 
●居宅介護（ホームヘルプ） 
●重度訪問介護 
●行動援護 
●同行援護 
●重度障害者等包括支援 
●短期入所（ショートステイ） 
●療養介護 
●生活介護 
●施設入所支援 

 

訓練等給付 
 
●自立訓練 

 （機能訓練、生活訓練） 

●就労移行支援 

●就労継続支援（A型、B型） 

●共同生活援助（介護サービス包括

型・外部サービス利用型・日中サービ

ス支援型） 

●就労定着支援 

●自立生活援助 

自立支援医療 
 
●育成医療 
●更生医療 
●精神通院医療 

 

補装具 

自立支援給付 
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５ 福祉サービスの支給決定手続 

 

障害者総合支援法では、公平なサービス利用を実現するために、手続きや基準を透明化・

明確化することとしています。そのために、全国統一基準の認定調査と医師意見書からなる

アセスメントによって、市町村に設置される審査会において、障害支援区分を審査判定しま

す。その審査判定結果（二次判定）に基づき市町村において障害支援区分を認定します。 

この障害支援区分は、「社会活動や介護者、居住等の状況」、「サービスの利用意向」と

ともに、介護給付費等の支給決定をするための勘案事項となります。 

■ 審査会  障害者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者のうちから市長が任

命する委員によって構成されます。 

■ 障害支援区分  障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的

な支援の度合いを総合的に示す区分（指標）。 

 

※ 平成２４年４月１日より、３頁「支給決定プロセスの見直し」に記載の通り、サー

ビス等利用計画案の内容も勘案して支給決定を行うこととなっています。 

 

※ 平成２６年４月１日より、「障害程度区分」（障害者等の障害福祉サービスの必要

性を明らかにするために、当該障害者等の心身の状態を総合的に示す区分）が「障

害支援区分」（障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的

な支援の度合いを総合的に示す区分）に改められました。 
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Ⅱ 障害福祉サービス等の支給決定に関する基準について 

 

１ 基本方針 

 

『公平性の確保と透明性の確保』 

 

 ① 公平性の確保 

 

支給決定に際しては、姫路市が定める基準（支給決定基準という。）に基づき行う。 

支給決定基準については、個々の障害福祉サービス等（障害福祉サービスと地域生活

支援事業によるサービスをいう。）の種別ごとに勘案事項整理票に係る調査結果を数値

化したものとする。 

 

 ② 透明性の確保 

 

姫路市が定める支給決定基準については、これをあらかじめ姫路市社会福祉審議会に

諮問し答申を得たものを用いるとともに、支給決定に関し法改正がなされた場合その他

必要な場合には速やかに、同審議会に諮ることとする。 

当該支給決定基準については公開とする。 

 

２ 基本的な考え方 

 

支給決定基準について 

 

支給決定基準は積算方式を基本とする。 

・姫路市の勘案事項の積算結果を居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及

び移動支援（以下「居宅介護等」という。）については、時間に換算する。 

・領域毎の積算結果について 

・居宅介護については、「身体介護」「家事援助」「乗降介助」に区分する。 

・居宅介護等以外の回数及び日数の決定に際しては利用者の意向（勘案事項７）

及び基盤整備（同９）を踏まえ決定する。 

・具体的なサービス利用設定については、支給決定範囲内で「サービス等利用計画

案」の内容を勘案する。 

 

姫路市においては、居宅介護等の支給量決定に当たり、積算方式による算出を行う

ために、姫路市勘案事項整理票を基に算出した調査結果を数値化したものを使用して

いる。なお、姫路市勘案事項整理票は、障害者総合支援法の障害支援区分認定調査及

び勘案事項調査（認定調査（概況調査））と同一内容を指す項目であり、その判断基準

においても、勘案事項調査の判断基準とほぼ同一の視点によるものである。従って、

障害支援区分認定調査結果と整合性を確保するとともに、調査事務の合理化を図るた

め、障害支援区分認定調査結果を、支給決定基準における「算定量係数Ａ」の身体状
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況等の評価に置き換える方法をとることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児給付決定等の際の勘案事項中、5領域 11項目の調査事項について 

 

「介護給付費等に係る支給決定事務等について」及び「障害児通所給付費に係る通所給付決定事務等に

ついて」（ともに厚生労働省通知「事務処理要領」）によれば、障害児の支給決定にあたっては、障害の種

類や程度の把握のために勘案すべき事項として（別表）5領域 11項目の調査を行うこととなっている。 

5 領域 11 項目とは、【食事・排せつ・入浴・移動】についての 4 項目と【行動障害および精神症状】に

ついての 7 項目により構成されており、それぞれにおいて「全介助又は一部介助」、「ほぼ毎日支援や配慮

等が必要又は週に１回以上の支援や配慮等が必要」の区分認定を行うことにより、障害児の状況を判断す

ることとされ、区分認定の判断基準（典型事例）についても示されている。 

これらの 11項目のうち、7つの項目（食事・排せつ・入浴・移動の 4項目及び行動障害についての 3項

目）については、姫路市勘案事項調査に同一内容を指すと考えられる項目があり、その判断基準（典型事

例）においても、姫路市勘案事項調査の判断基準とほぼ同一の視点によるものである。 

また、精神症状にかかる残りの 4 項目は障害支援区分認定調査における「行動障害に関連する項目」の

中に含まれるものと同一であり、その判断基準についても障害支援区分認定調査と同一の視点であると考

えられる。 

よって、障害児給付決定の際の勘案事項中、「当該申請に係る障害児の障害の種類及び程度その他の心身

の状況」は、姫路市支給決定基準の調査勘案事項をもって、より広範な内容を確認するものとする。 

 

（１）姫路市勘案事項調査票の項目に同一の内容をみることのできる項目 

姫路市勘案事項調査の項目判断の基準を用い、「全面的な（毎日）支援が必要」とさ

れる例において「全介助（ある）」とし、「部分的な（ときどき）支援が必要」とされ

る例において「一部介助（ときどきある）」と読み替えて判断する。 

なお、【入浴】の項目については、入浴行為時の介助の必要性を判断するものと考えられることか 

ら、【入浴②（行為）】の項目にて判断し、【移動】の項目については、屋内外を含めた介助の必要性 

を判断するものと考えられることから【移動①（屋内）、移動②（屋外）】の 2項目を積算した結果 

を読み替えて判断する。【自分を叩いたり傷つけたり他人を叩いたり蹴ったり、器物を壊したりする 

行為】については、【自傷行為、他害行為】の 2項目を積算した結果を読み替えて判断する。 

 

 

（２）障害支援区分認定調査項目に同一である項目 

    障害支援区分認定調査の項目判断の基準を用い、「ほぼ毎日（週５日以上）ある」

とされる例において「ある」とし、「週に 1回以上ある」とされる例において「とき

身体状況等による支援の必要度 × 補正係数 × 意向環境係数 ＝ 支給量 

↑（置き換え・修正等） 

障害支援区分認定調査結果（一つ又は複数項目） 
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どきある」と読み替えて判断する。 

 

 

別表 障害児の調査項目（５領域１１項目） 

 

※ 通常の発達において必要とされる介助等は除く。 
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調 査 勘 案 事 項 対 比 表 

 

Ⅰ　身体状況

Ⅰ－１ 視力 3－1 視力
Ⅰ－２ 聴力 3－2 聴力
Ⅰ－３ 言語 3－3 コミュニケーション
Ⅰ－４ 麻痺 医師意見書 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮 医師意見書 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ　日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り １－1 寝返り

1－11 じょくそう
Ⅱ－２ 起き上がり １－2 起き上がり

１－5 立ち上がり
Ⅱ－３ 座位保持 １－3 座位保持

１－６ 両足での立位保持
１－７ 片足での立位保持

Ⅱ－４ 車いす等への移乗 １－４ 移乗
Ⅱ－５ 食事行為 2－1 食事

1－12 えん下
Ⅱ－６ 衣服着脱 1－10 衣服の着脱
Ⅱ－７ 排泄行為 ２－４ 排尿

２－５ 排便
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け） 2－3 入浴
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身） 2－3 入浴
Ⅱ－１０ 整容 2－2 口腔清潔
Ⅱ－１１ 移動①（屋内） １－８ 歩行
Ⅱ－１２ 移動②（屋外） １－８ 歩行

１－９ 移動
2－16 交通手段の利用

Ⅲ　日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む） 2－12 調理
Ⅲ－２ 洗濯 2－14 洗濯
Ⅲ－３ 掃除 2－13 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓 2－13 掃除
Ⅲ－５ 買い物 2－15 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理 2－8 金銭の管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認 2－11 危険の認識
Ⅲ－９ 服薬管理 2－7 薬の管理

Ⅳ　意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする 2－10 日常の意思決定

3－3 コミュニケーション
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解 3－４ 説明の理解
Ⅳ－３ 代筆・電話の仲立ち等 2－9 電話等の利用

3－５ 読み書き
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ　行動障害

Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向

Ⅴ－２ 自傷行為

Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為

Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等

Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄にかかる不適応行動

Ⅵ　その他

Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助

Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解 3－４ 説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理 2－6 健康・栄養管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶ　その他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等 1－11 じょくそう
Ⅶ－２ その他の心身の状況 3－6 感覚過敏・感覚鈍麻

4-5暴言暴行、4-7大声・奇声を出す、4-14物や衣類を壊す、4-22他人を傷つける行為

4-6同じ話をする、4-9徘徊、4-10落ち着きなし、4-11外出して戻れない、4-12１人で出たが
る、4-13収集癖、4-17ひどい物忘れ、4-18こだわり、4-19多動・行動停止、4-20不安定な
行動、4-23不適切な行為

4-4昼夜逆転、4-8支援の拒否、4-15不潔行為、4-16異食行動、4-25過食、反すう等、4-34
多飲水・過飲水

5－1点滴の管理、5－2中心静脈栄養、5－3透析、5－4ストーマの処置、5－5酸素療法、5
－6レスピレーター、5－7気管切開の処置、5－8疼痛の看護、5－9経管栄養、5－10モニ
ター測定、5－11じょくそうの処置、5－12カテーテル

姫路市勘案事項項目 総合支援法判定調査項目

4-1被害的、4-2作話、4-3感情が不安定、4-24突発的な行動、4-26そううつ状態、4-27反
復的行動、4-28対人面の不安緊張、4-29意欲が乏しい、4-30話がまとまらない、4-31集中
力が続かない、4-32自己の過大評価、4-33集団への不適応

4-21自らを傷つける行為
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自立支援給付及び障害児通所支援給付の支給決定について 

 

 

 

障害者総合支援法（平成 17年法律第 123号） 

（支給要否決定等）  

第２２条 市町村は、第２０条第１項の申請に係る障害者等の障害支援区分、当該障害者等の置かれている環境、当該

申請に係る障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向その他の厚生労働省令で定める事項

を勘案して介護給付費等の支給の要否の決定（以下この条及び第２７条において「支給要否決定」という。）を行うも

のとする。  

２～３ （略）  

４  市町村は、支給要否決定を行うに当たって必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合には、厚生労働

省令で定めるところにより、第２０条第 1項の申請に係る障害者又は障害児の保護者に対し、第 51条の１７第 1項

第 1号に規定する指定特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画案の提出を求めるものとする。 

５  前項の規定によりサービス等利用計画案の提出を求められた障害者又は障害児の保護者は、厚生労働省令で定める

場合には、同項のサービス等利用計画案に代えて厚生労働省令で定めるサービス等利用計画案を提出することができ

る。 

６  市町村は、前 2 項のサービス等利用計画案の提出があった場合には、第 1 項の厚生労働省令で定める事項及び当

該サービス等利用計画案を勘案して支給要否決定を行うものとする。 

７  市町村は、支給決定を行う場合には、障害福祉サービスの種類ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間に

おいて介護給付費等を支給する障害福祉サービスの量（以下「支給量」という。）を定めなければならない。  

 

 

児童福祉法（昭和 22年 12月 12日法律第 164号） 

〔通所支給要否決定等〕 

第 21条の５の７  市町村は、前条１項の申請が行われたときは、当該申請に係る障害児の心身の状態、当該障害児の

介護を行う者の状況、当該障害児及びその保護者の障害児通所支援の利用に関する意向その他の厚生労働省令で定め

る事項を勘案して障害児通所給付等の支給の要否の決定（以下この条において「通所支給要否決定」という。）を行う

ものとする。 

２～３ （略） 

４  市町村は、通所支給要否決定を行うに当たって必要があると認められる場合として厚生労働省令で定める場合には、

厚生労働省令で定めるところにより、前条第１項の申請に係る障害児の保護者に対し、第 24条の 26第 1項第 1号

に規定する指定障害児相談支援事業者が作成する障害児支援利用計画案の提出を求めるものとする。 

５  前項の規定により障害児支援利用計画案の提出を求められた障害児の保護者は、厚生労働省令で定める場合には、

同項の障害児支援利用計画案に代えて厚生労働省令で定める障害児支援利用計画案を提出することができる。 

 

 

 

 

 

 

根拠法令の抜粋 
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厚生労働省令で定める事項（勘案事項）とは、 

 

障害者総合支援法施行規則１２条（平成１８年２月２８日厚生労働省令第１９号） 

自立支援給付にかかる勘案事項 

 

① 障害支援区分又は障害の種類及び程度その他心身の状況 

② 介護を行う者の状況 

③ 介護給付費等の受給状況 

④ 障害児施設等の利用状況 

⑤ 介護保険給付に係る居宅サービスの利用状況 

⑥ 保健医療又は福祉サービス等の利用状況 

⑦ 障害者（児）の利用意向の具体的内容 

⑧ 障害者（児）の置かれている環境 

⑨ 障害福祉サービスの提供体制の整備状況 

 

 

    児童福祉法施行規則１８条の１０（昭和２３年３月３１日厚生省令第１１号） 

障害児通所にかかる勘案事項 

 

① 障害児の障害の種類及び程度その他の心身の状況 

② 障害児の介護を行う者の状況 

③ 障害児の保護者に関する障害児通所支援の受給の状況 

④ 障害児に関する介護給付費等の受給の状況 

⑤ 障害児に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用状況 

⑥ 障害児又は障害児の保護者の障害児通所支援の利用意向の具体的内容 

⑦ 障害児の置かれている環境 

⑧ 障害児通所支援の提供体制の整備の状況 

 

 

 

 

 以上の勘案事項と、サービス等利用計画案（障害児支援利用計画案）を勘案して支給決

定を行うものである。 
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サービスの支給決定基準のための関係事項整理表

【介護給付】

支給量

基準量

対象者 障害支援区分等判定基準 標準１

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

障害児

区分１

区分２

区分３

区分４

区分５

区分６

障害児

区分４

区分５

区分６

同行援護

視覚障害により移動に著しい困
難を有する障害者又は障害児

同行援護アセスメント票の項目中、「１～３」のいずれか
が「１点以上」であり、かつ、「４」の点数が「１点以
上」の者

時間（３０分）／
月

ー ○時間／月 １か月～１年

区分３

区分４

区分５

区分６

障害児

重度障害者等包括支援

常時介護を要する重度の障害者
又は障害児であってその介護の
程度が著しく高い者

障害支援区分が区分６に該当する者のうち、意思疎通に著
しい困難を有する者であって以下に掲げる者

⑴重度訪問介護の対象であって四肢すべてに麻痺があり、
  寝たきり状態にある障害者のうち、下記のいずれかに該
  当する者
①気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている
  身体障害者
②最重度知的障害者
⑵障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目(１２
項目）等の合計点数が１０点以上である者〈強度行動障
害〉

単位／月 区分６

○単位／月

４時間700単位で
提供するサービス
（居宅介護、重度
訪問介護、行動援
護、生活介護、児
童デイ、自立訓
練、就労継続支
援、就労移行支
援）

１か月～１年

居宅においてその介護を行う者
の疾病その他の理由により、障
害者支援施設その他の施設への
短期間の入所を必要とする障害
者

障害支援区分が区分１以上である者

区分１
～
区分６

居宅においてその介護を行う者
の疾病その他の理由により、障
害者支援施設その他の施設への
短期間の入所を必要とする障害
児

（区分なし）
区分１
～
区分３
（従来
区分）

生活介護

常時介護が必要な障害者 ①障害支援区分が区分３(施設入所支援を利用する場合は
区分４)以上である者
②年齢が５０歳以上で、障害支援区分が区分２（施設へ入
所する場合は区分３）以上である者

日／月
区分３
～
区分６

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８
日

１か月～3年

療養介護

病院等への長期入院による医療
的ケアに加え、常時の介護を必
要とする障害者

⑴障害支援区分が区分６であり、萎縮症側索硬化症(  Ａ
ＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を
行っている者
⑵障害支援区分が区分５以上であり、筋ジストロフィー患
者又は重症心身障害者

日／月 区分６

○日／月

各月の日数
１か月～３年

施設入所支援

夜間において、介護が必要な
者、通所が困難である自立訓練
又は就労移行支援の利用者

①生活介護利用者のうち、障害支援区分が区分４以上の者
（５０歳以上の場合は、区分３以上）
②自立訓練又は就労移行支援の利用者のうち、地域の社
  会資源の状況等により、通所することが困難である者
③ 生活介護を受けている者であって障害程度区分４（５
０歳以上の場合は障害程度区分３）より低い者のうち、指
定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画の作成の
手続きを経た上で、市町村が利用の組み合わせの必要性を
認めた者
④ 就労継続支援Ｂ型を受けている者のうち、指定特定相
談支援事業者によるサービス等利用計画の作成の手続きを
経た上で、市町村が利用の組み合わせの必要性を認めた者

日／月
区分３
～
区分６

○日／月

各月の日数

１か月～３年
（日中活動サー
ビスの有効期間
内）

短期入所

○日／月

原則として、連続
利用は30日までと
し、年間利用日数
は180日までとす
る。

１か月～１年日／月

○時間／月

障害支援区分が区分３以上であって、障害支援区分の認定
調査項目のうち行動関連項目（１２項目）等の合計点数が
１０点以上である者

１か月～１年

障害支援区分が区分１以上である者

○時間／月

○時間／月

１か月～１年

障害者又は障害児

行動援護

１か月～１年

１か月～１年
居宅介護
（家事援助中心)

知的障害又は精神障害により、
行動上著しい困難を有する障害
者又は障害児であって常時介護
を要する者

障害支
援区分

重度訪問介護

時間（３０分）
／月

時間（３０分）
／月

サービスの種類
支給量を定める

単位

時間（３０分）
／月

利用者像

障害者又は障害児

障害福祉サービスの支給決定基準のための関係事項整理表

居宅介護
（身体介護中心)

有効期間
（最短～

　　　最長）

障害支援区分が区分１以上である者

１．重度の肢体不自由者であっ
て、常時介護を有する障害者
２．重度の知的障害若しくは精
神障害により行動上著しい困難
を有する障害者であって、常時
介護を要するもの

時間（３０分）
／月

○時間／月

１．障害支援区分が区分４以上であって下記のいずれにも
該当する者
⑴ 二肢以上に麻痺があること
⑵ 障害支援区分の認定調査項目のうち、歩行、移乗、排
尿、排便のいずれも「できる」以外と認定されているこ
と。
２．障害支援区分が区分４以上であって、障害支援区分の
認定調査項目のうち行動関連項目（１２項目）等の合計点
数が１０点以上である者
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【訓練等給付】

支給量

基準量

標準１

自立訓練
（機能訓練）

日／月

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

１８か月以内を標準
とする。

※当初は最長１年

自立訓練
（生活訓練）

日／月

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

２４か月以内を標準
とする。（長期間に
わたって入所（入
院）していた者など
を対象とする場合に
は３６か月以内）

※当初は最長１年

就労移行支援 日／月

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

２４か月以内を標準
とする。

※当初は最長１年

就労継続支援（Ａ
型）

日／月

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

１か月～３年

就労継続支援（Ｂ
型）

日／月

○日／月

【原則の日数】
各月の日数 - ８日

１か月～３年

就労定着支援 日／月

○日／月

各月の日数 ３６か月以内
（新たに通常の事業
所に雇用されてから
３年６か月が経過す
るまでの期間）

自立生活援助 日／月

○日／月

各月の日数 １２か月以内を標準
とする

※さらなる更新には
審査会の判定等が必
要

共同生活援助 日／月

○日／月

各月の日数
１か月～３年
（地域移行型ホーム
は最長２年）

サービスの種類
支給量を定め

る単位
支給決定の
有効期間

就労移行支援事業等を利用したが、一般企業等の雇用に結びつかない者や
一定年齢に達している者などであって、就労の機会等を通じ、生産活動に
かかる知識及び能力の向上や維持が期待される者

①就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用される
  ことが困難となった者
②就労移行支援事業を利用(暫定支給決定における利用を含む）した結
  果、Ｂ型の利用が適当と判断された者
③①、②に該当しない者であって、５０歳に達している者又は障害基礎年
  金１級受給者
④障害者支援施設に入所する者については、指定特定相談支援事業者によ
  るサービス等利用計画の作成の手続きを経た上で、市町村が利用の組み
  合わせの必要性を認めた者。

障害者であって、地域において自立した日常生活を営む上で、相談等の日
常生活上の援助又は入浴、排せつ若しくは食事等の介護が必要な者

対象者

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要
な障害者

①施設・病院を退所・退院した者で、生活能力の維持・向上などの支援
  が必要な者
②養護学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者
  等であって、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者 等

一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性
にあった職場への就労等が見込まれる障害者（利用開始時に６５歳未満の
者に限る）
①企業等への就労を希望する者
②技術を習得し、在宅で就労・起業を希望する者 等

就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図ること
により、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる者（利用開始時に６５
歳未満の者に限る）

①就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者
②盲・ろう・養護学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に
  結びつかなかった者
③企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の
支援が必要な障害者

①施設・病院を退所・退院した者で、身体的リハビリテーションの継続
  や身体機能の維持・回復などの支援が必要な者
②盲・ろう・養護学校を卒業した者で、身体機能の維持・回復などの支
  援が必要な者 等

生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を利用して一般就労
した障害者（新たに通常の事業所に雇用されてから６か月以上経過し、３
年６か月を経過していない者）

次の①～③のいずれかに該当する者

①障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮ら
  しに移行した障害者等で、理解力や生活力等に不安がある者
②現に一人で暮らしており、自立生活援助による支援が必要な者
③障害、疾病等の家族と同居しており（障害者同士で結婚している場合を
　含む）、家族による支援が見込めないため、実質的に一人暮らしと同様
　の状況であり、自立生活援助による支援が必要な者

上記の者のうち、受託居宅介護サービスの提供体制を整えている外部サー
ビス利用型指定共同生活援助事業所を利用する障害者であって、受託居宅
介護サービスの提供を受けることを希望し、障害支援区分が区分２以上で
ある者

○時間／月

上記のサービスの
うち外部サービス
利用型指定共同生
活援助事業所に入
居し、受託居宅介
護サービスの提供
を受けることを希
望する障害者

時間（１５
分）／月

１か月～１年
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【地域相談支援】

支給量

基準量

標準１

地域移行支援 日／月

○日／月

各月の日数

１２か月以内を標準
とする

※当初は最長６か月

※さらなる更新には
審査会の判定等が必
要

地域定着支援 日／月

〇日／月

各月の日数

１か月～１年

【障害児通所支援】（児童福祉法）


支給量

基準量

標準１

児童発達支援 日／月

○日／月

１か月～１年

医療型児童発達支
援

日／月

○日／月

１か月～１年

居宅訪問型児童発
達支援

日／月

○日／月

１か月～１年

放課後等デイサー
ビス

日／月

○日／月

１か月～１年

保育所等訪問支援 日／月

◯日／月

１か月～１年

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就
学の障害児。

①市町村が行う乳幼児健診等で療育の必要性があると認められた児童

②保育所や幼稚園に在籍しているが、併せて、指定児童発達支援事業所に
おいて、専門的な療育・訓練を受ける必要があると認められた児童

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必
要であると認められた障害児

学校教育法第一条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学
しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児

保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるも
のに通う障害児であって、当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認め
られた障害児

※なお、厚生労働省令で定めるものとは、保育所、幼稚園、小学校、特別
支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設として、市町村
が認めた施設

以下の者のうち、地域生活への移行のための支援が必要と認められる者。

①障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に
入院している障害者

※児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設等に入所する15
歳以上の障害者みなしの者も対象。

②精神科病院に入院している精神障害者

※精神科病院には精神病室が設けられている病院を含む。
※医療観察法第2条第4項の指定医療機関も含む。

③保護施設、矯正施設及び更生保護施設に入所等している障害者

※ただし、上記障害者のうち、生活保護法第38条第2項に規定する救護施
設若しくは同条第3項に規定する更生施設に入所している障害者、刑事収
容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第3条に規定する刑事施設、少
年院法第1条に規定する少年院若しくは更生保護事業法第2条第7項に規定
する更生保護施設（以下、「更生保護施設」という。）に収容されている
障害者又は法務省設置法第15条に規定する保護観察所に設置若しくは併設
された宿泊施設若しくは更生保護法第62条第3項若しくは第85条第3項の規
定による委託を受けた者が当該委託に係る同法第62条第2項の救護若しく
は同法第85条第1項の更生緊急保護として利用させる宿泊施設（更生保護
施設を除く。）に宿泊している障害者に限る。

以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の確保に
よる緊急時の支援体制が必要と見込まれる者。

①居宅において単身で生活する障害者

②居宅において家族等と同居している障害者のうち、同居している家族等
が障害、疾病等のため、障害者に対し、同居している家族等による緊急時
の支援が見込まれない状況にある障害者。

※共同生活援助、宿泊型自立訓練の入居者は除く

重症心身障害等の重度の障害により外出が著しく困難である等、障害児本
人の状態を理由として外出ができないと認められた障害児

サービスの種類 対象者
支給量を定め

る単位
支給決定の
有効期間

サービスの種類 対象者
支給量を定め

る単位
支給決定の
有効期間
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① 障害支援区分（サービス単価に反映） 

② 支給量 

 

３ 自立支援給付等の支給決定基準 

 

３－１ 支給決定基準①（短期入所） 

 

① 短期入所の支給量等決定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ 短期入所については、勘案事項１の各項目が支給量に直結する場合は少なく、む

しろ、家族等の状況（勘案事項２）・本人の希望（勘案事項７）・サービス等利用計

画案を踏まえつつ、最終的には基盤整備状況（勘案事項９）により支給量（回数ま

たは日数）を決定することが、資源の配分の公平性の観点からも、適切な方法と考

えられる。 
 

     必要に応じて（支給量の増加に応じて）、供給体制がフレキシブルに対応可能な居宅介護（ホー

ムヘルプサービス）の場合とは支給量決定の際の勘案事項の優先度を異としている。 

 

 

  ・ 勘案事項１については、その結果を１回（日）あたりのサービス提供時間に反映

することは困難（短期入所は１日を基本的な単位とするため）であり、短期入所施

設におけるサービス内容あるいはサービス提供の際の支援の困難度に反映させる。

具体的には、障害支援区分により単価差を設け、これをもって提供側のサービスの

質の維持を報酬面で担保する形をとる。 
 

     心身の障害の程度（勘案事項１）の結果が直接サービス提供時間（支給量）に影響する居宅介

護（ホームヘルプサービス）とは勘案事項１の反映方法を異としている。 

 

勘案事項１ 

 

（主として） 

勘案事項２・７・９ 

サービス等利用計画案  

認定調査項目（80 項目） 

 



 

－   － 22 

 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況   

 

 

 

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

 

勘案事項 
2～8 

支給量(日) 

（23ページ参照） 

サービス等 

利用計画案 
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② 支給量等（短期入所） 

 

 ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等と 基盤整備状況（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 希望量 最大値（支給量） 

本則 

７日未満 ７日 

７日以上 

１５日未満 
 本人の希望する日数 

１５日以上 １４日 

特例（※） １５日以上  必要と認める日数 

 

   ※「特例」の考え方 
      特例については、原則として連続利用は 30日まで、年間利用日数は 180日までであることを

踏まえながら、下記のいずれかの要件に該当すると認められる場合に適切に運用する。 

 

      ① 家族の急な疾病その他やむを得ない事由により、１４日を超えた短期入所の必要性が生

じた場合。（家族の疾病に関する診断書その他の資料により、支給量変更申請を行い、当該

事由が消滅した時点で、職権により旧の支給量に復するものとする。） 

      ② 利用調整に要する期間その他施設入所が可能となるまでの期間、家族等の状況からやむ

を得ず短期入所による支援が必要であると姫路市が認めた場合。 

      ③ 医療的ケアが必要な者が泊を伴わない利用を希望し、通常の日中短期入所事業所では受

入が困難な場合、下記の留意事項の日中短期入所事業を医療型特定短期入所と読み替える。 

 

 

イ）留意事項 

 

   ・ 支給決定は地域生活支援事業の日中一時支援事業の日中短期入所事業（泊を伴わな

い利用）を考慮した上での「日数」決定とする。従って日中一時支援事業ばかりであ

ることが調査時点で把握できる場合には、日中一時支援事業のみをもって支給量とす

る。また、介護給付の短期入所と日中一時支援事業を併給利用する場合の支給量は、

最大２１日とする。ただし、個々の支給量は１４日を超えないものとする。 

 

 

                      

勘案事項２～８ 
ｻｰﾋﾞｽ等 利 用 計 画 案 勘案事項９ 

＋ 

 
 

短 期 入 所 

介護給付 
 

最 大 値 
（２１日） 

 

≦ 

 
日 中 一 時 支 援 事 業 

（日中短期入所事業） 

地域生活支援事業 
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３－２ 支給決定基準②（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援） 

 

【支給決定方法】 

 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(日) 

（25ページ参照） 

サービス等 

利用計画案 
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① 支給量等－Ⅰ（施設入所支援を伴わない） 

 

  ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等 と 各月の日数－８日（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 希望量 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

身体・知的・

精神 

１回／週 ７日／月 １回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

２回／週 １１日／月 ２回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

３回／週 １５日／月 ３回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

４回／週 ２０日／月 ４回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

５回／週 月の日数－８日 ５回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

 

   ※「調整日」の考え方 
      基本的には 4.3 週を乗じて切り上げた回数で対応可能と思われるが、週前半（あるいは後半）

に偏した利用を行う者が、月毎の曜日別日数に変動があった場合においても定期的な利用が可

能となるよう配慮するとともに、他の者の利用が急遽キャンセルとなった場合の利用について、

支給量変更等の手続きを経ることなくフレキシブルに利用可能となるよう設定したもの。 

      支給決定の際には「調整日」の意図について、十分な理解を得るよう努めるとともに、サー

ビス提供事業者との契約時にもこれを踏まえた契約が行われるよう支援する必要がある。 

 

 

イ）留意事項 

 

日中活動（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）と地域生活支援事業（地

域活動支援センター機能強化事業）は、複数利用することが可能となるため、それぞれ

のサービスについて個々独立して支給量を定めるのではなく、複数利用するサービスの

合計日数により最大値（支給量）とする。 

 

 

 

                      

 

・生活介護 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

 

地域生活 

支援事業 

各月の日数－８日 
※但し、真にやむをえない 

事由があると認められる 
場合にあっては、この限 
りではない。 

＋ ≦ 

勘案事項２～８ 
ｻｰﾋﾞｽ等利用計画案 
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② 支給量等－Ⅱ（施設入所支援を伴う） 

 

  ア）支給量 

 

１ヵ月の日数 － ８日 ＝ 支給量 

 

（日中、就労移行支援又は就労継続支援を行う場合にあっては、繁忙期など、１月当た

りの利用日数の変動が見込まれることから、当該施設が特定する３か月以上１年以内の

期間において、各月の日数から８を差し引いた日数の合計。） 

 

障害者自立支援法の施行前の旧体系では、施設入所支援においては、土日における入所者への支援を

含めて設定されていたため、入所施設利用者は、入所施設とは別の日中活動の選択は不可能であったが、

障害者自立支援法の施行による新体系では、施設入所から離れて、日中活動の選択が可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ）留意事項 

 

日中活動（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）と地域生活支援事業（地

域活動支援センター機能強化事業）は、複数利用することが可能となるため、それぞれ

のサービスについて個々独立して支給量を定めるのではなく、複数利用するサービスの

合計日数により最大値（支給量）とする。 

 

 

                      

 

 

・生活介護 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

 

地域生活 

支援事業 ＋ ≦ 

・生活介護 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

 

地域生活 

支援事業 

各月の日数－８日 
※但し、真にやむをえない 

事由があると認められる 
場合にあっては、この限 
りではない。 

＋ ≦ 

 

生活介護等 
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３－３ 支給決定基準③（就労定着支援、自立生活援助） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

 

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(月) 
※一月の支給量は 

「当該月の日数」 

サービス等 

利用計画案 
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① 支給決定期間 

 

就労定着支援は、就労移行支援等を利用して一般就労した障害者を対象とするサービ

スである。就労移行支援等の事業所については６か月以上職場定着支援の義務等がある

ことから、就労定着支援の利用開始は、新たに通常の事業所に雇用されてから６か月経

過後となる。 

また、就労定着支援の支給決定期間は、新たに通常の事業所に雇用されてから３年６

か月が経過するまでの期間から、サービス利用開始時までの就労継続期間を除いた期間

となる（最大３年間）。 

自立生活援助については、標準利用期間を１年間とし、更新を希望する場合は審査会

による判定で適当と認められた場合に更新する。 

 

② 留意事項 

 

就労定着支援は雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に関

する相談、指導及び助言その他の必要な支援を行うものであり、生活支援としては、生

活リズム・生活習慣、衛生管理、健康管理・服薬管理等を行うものである。このため、

就労定着支援は自立生活援助における支援内容の範囲をまかなえることから、自立生活

援助との併給は認めない。 

また、就労定着支援は、訪問型自立訓練（生活訓練）の相談援助の内容の範囲をまか

なえることや、就労定着支援の利用者は一般企業に就職していることを踏まえれば、新

たに生活に関する訓練を行うことは想定されないことから、訪問型自立訓練（生活訓練）

との併給は認めない。 

自立生活援助については、地域移行支援、地域定着支援と支援内容の範囲が重なるこ

とから、これらのサービスとの併給は認めない。 

 

 ※サービス内容が異なる他の障害福祉サービス等との併給は妨げない。 
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３－４ 支給決定基準④（共同生活援助） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

 

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(年) 

（３年標準） 

サービス等 

利用計画案 
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３－５ 支給決定基準⑤（居宅介護等） 

 

【支給決定方法】 

Ⅰ身体状況

Ⅰ－１ 視力

Ⅰ－２ 聴力

Ⅰ－３ 言語

Ⅰ－４ 麻痺

Ⅰ－５ 拘縮

Ⅰ－６ 欠損

Ⅰ－７ 手指の動き

Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）

Ⅱ－１ 寝返り

Ⅱ－２ 起き上がり ◯

Ⅱ－３ 座位保持 ◯ ◯

Ⅱ－４ 車いす等への移乗 ◯ ◯

Ⅱ－５ 食事行為 ◯

Ⅱ－６ 衣服着脱

Ⅱ－７ 排泄行為 ◯

Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）

Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）

Ⅱ－１０ 整容 ◯

Ⅱ－１１ 移動①（屋内） ◯ ◯

Ⅱ－１２ 移動②（屋外） ◯ ◯ ◯

Ⅲ日常生活動作（家事援助）

Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）

Ⅲ－２ 洗濯

Ⅲ－３ 掃除

Ⅲ－４ 整理・整頓

Ⅲ－５ 買い物

Ⅲ－６ 金銭管理

Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等

Ⅲ－８ 安全確認

Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段

Ⅳ－１ 意思の伝達をする

Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解

Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等

Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害

Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向

Ⅴ－２ 自傷行為

Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為

Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等

Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他

Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助 ◯ ◯

Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解 ◯

Ⅵ－３ 健康管理 ◯

Ⅵ－４ その他特記事項 ◯

Ⅶその他の心身の状況

Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等 ◯

Ⅶ－２　　　 その他心身の状況

◯ ◯ ◯

◯ ◯ ◯ ◯ ◯

◯ ◯ ◯ ◯

◯ ◯ ◯ ◯

◯ ◯

◯ ◯

◯ ◯ ◯ ◯

身
　
体
　
介
　
護

乗
　
降
　
介
　
助

家
　
事
　
援
　
助

行
　
動
　
援
　
護

重
度
訪
問
介
護

同

行

援

護

・

移

動

支

援

 

要否判定 

算定量係数Ａ 

勘案事項１ 

勘案事項 

2～8 

算定量係数Ｂ 

× 

算定量 （42ページ参照） 

勘案事項 9 

支給量 （45ページ参照） 

サービス等 

利用計画案 
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① 算定量係数（考え方） 

 

                       ×         ＝ 項目別算定単位 

 

身体介護項目（抜粋）
項目 意向・環境 算定単位

１．寝返り 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 4, 8, 16 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

７．排泄行為 Ａ × 8 × Ｂ ＝ Ａ: 0, 2,  5, 10 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

生活支援項目①（家事援助）（抜粋）
項目 必要度 意向・環境 算定単位

１．調理（後片付けを含む） Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

２．洗濯 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

３．掃除 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

生活支援項目③（行動障害）（抜粋）
項目 必要度 意向・環境 算定単位

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

２．自傷行為 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.5, 1.5, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

※　知的障害者・障害児については上記③小計に１．１を乗ずる。

注　　　釈（変数の範囲ほか）

基準単位　及び　必要度 注　　　釈（変数の範囲ほか）

注　　　釈（変数の範囲ほか）

 

 

ア）算定量係数Ａ 

 

   ・ 勘案事項１をもとに算出 

   ・ 能力障害の客観評価に基づく支援の必要度算定を原則（一部実態評価を含む） 
     →「誰が」という支援主体については当該係数には反映されない。 

 

 

 

 

Ⅱ－２．起き上がり 

全面的な支援

が必要 
自分ではできず、ほぼ全介助を要する。 ７ 

５単位 

部分的な支援

が必要 

ベッド柵、ひも、サイドレール等を利用しても、全て

を自分でできるわけではなく、途中までできても最後の

部分で介助が必要になる等、一部介助を必要とする。 
５ 

支援の必要性

が低い 

上記のいずれにも該当しないが、全く問題がない状態

ではない。 
３ 

支援の必要性

がない 
 自立している、または全く問題がない。 ０ 

【判断基準】 

四肢まひ、脳性まひ、片まひ等により、ベッド上での起き上がり（仰臥位から上半身を起こす。）やベッドへ

横になることに支援を必要とするかどうかを判断する。 

 

 

 

算定量係数Ａ 算定量係数Ｂ 

算定量係数Ａ 別紙「勘案事項整理票」で定義 



 

－   － 32 

 

 

イ）算定量係数Ｂ 

 

   ・ 勘案事項２～８をもとに算出 

   ・ 居宅介護が「生活支援」及び「社会における自己実現」を通じた「尊厳の維持」

にあること、人間の社会活動が一般的には「１週間」を単位として規則周期的に

営まれること等を踏まえ、個々の項目については、 

     ⅰ）身体機能・生命維持に著しく影響を及ぼす項目については「１日」 

     ⅱ）健康管理、保健衛生上必要な項目については「起床時～就寝時」または「１日当たりの回数」 

     ⅲ）社会活動一般に関する項目その他については「昼間帯」または「週当たりの回数」 

    を基本とした算定を行う。 

 

 

※ 当該係数の算定時点では「予算」や「基盤整備状況」は考慮されないこと、また「支援主体」

については、家族介護（支援）等を当然のものとして容認する等、家族等が存在することをもっ

て係数算定を一律に減じるものではないことに留意することがある。 

算定量補正Ｂとは、各種の社会資源の一つとして障害福祉サービス等が存在し、他の社会資源

との有機的な連携の中で上記「尊厳の維持」がなされるべきとの理念に基づき設定されるもので

ある。（支給を無条件に容認していくことであれば当該係数を設定する意味はない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス等支給項目 

（勘案事項１に属する行為等） 

算定量係数Ｂ 

（他の資源の利用実態及び意向によるもの） 

個人の嗜好等に基づくもの。 

その他障害福祉サービス等にお

いて対象とすることに社会的合

意が得られていないもの 

個体の活動全体 
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ウ）勘案事項１の個々の項目と算定量係数Ｂの関係（基準単位） 

 

起床時 昼間帯 就寝時 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日

１．寝返り

２．起き上がり

３．座位保持

４．車いす等への移乗

５．食事行為 ● ● ●
６．衣服着脱

７．排泄行為

８．入浴①（準備・後片付け）

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）

10．整容 ● ● ●
11．移動①（屋内）

12．移動②（屋外）

１．調理（後片付けを含む） ● ● ●
２．洗濯

３．掃除

４．整理・整頓

５．買い物

６．金銭管理

７．物の持ち上げ・運搬等

８．安全確認

９．服薬管理 ● ● ●
１．意思の伝達をする

２．他者からの意思伝達を理解

３．代筆、電話の仲立ち等

４．緊急時の対応等

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向

２．自傷行為

３．他人・物に対する粗暴な行為

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援

３．健康管理

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援

送迎及び移動に関する支援

準備及び後片付けに関する支援

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練

（その他特記事項）

部分は基準となる単位を表す。

部分は、１日のうちの回数を単位とする場合を表す。

１週間１日
項　　　　　目

家
事
援
助

意
思
疎
通

行
動
障
害

医
学
的
管
理
そ
の
他

身
体
介
護

●  
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（参 考） 

項目別算定量一覧① （算定量係数Ａのみの比較） 

1

１．寝返り

２．起き上がり

３．座位保持

４．車いす等への移乗

５．食事行為

６．衣服着脱

７．排泄行為

８．入浴①（準備・後片付け）

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）

10．整容

11．移動①（屋内）

12．移動②（屋外）

１．調理（後片付けを含む）

２．洗濯

３．掃除

４．整理・整頓

５．買い物

６．金銭管理

７．物の持ち上げ・運搬等

８．安全確認

９．服薬管理

１．意思の伝達をする

２．他者からの意思伝達を理解

３．代筆、電話の仲立ち等

４．緊急時の対応等

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向

２．自傷行為

３．他人・物に対する粗暴な行為

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援

３．健康管理

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援

送迎及び移動に関する支援

準備及び後片付けに関する支援

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練

（その他特記事項）

意
思
疎
通

行
動
障
害

医
学
的
管
理
そ
の
他

身
体
介
護

最大値（１日当たり換算）

家
事
援
助

項　　　　　目
90
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（参 考） 

項目別算定量一覧② （算定量係数Ｂのみの比較） 

0 1

１．寝返り

２．起き上がり

３．座位保持

４．車いす等への移乗

５．食事行為

６．衣服着脱

７．排泄行為

８．入浴①（準備・後片付け）

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）

10．整容

11．移動①（屋内）

12．移動②（屋外）

１．調理（後片付けを含む）

２．洗濯

３．掃除

４．整理・整頓

５．買い物

６．金銭管理

７．物の持ち上げ・運搬等

８．安全確認

９．服薬管理

１．意思の伝達をする

２．他者からの意思伝達を理解

３．代筆、電話の仲立ち等

４．緊急時の対応等

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向

２．自傷行為

３．他人・物に対する粗暴な行為

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援

３．健康管理

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援

送迎及び移動に関する支援

準備及び後片付けに関する支援

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練

（その他特記事項）
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（参 考） 

項目別算定量一覧③ （算定量係数Ａ×Ｂ） 

1

１．寝返り 80.0

２．起き上がり 35.0

３．座位保持 15.0

４．車いす等への移乗 15.0

５．食事行為 90.0

６．衣服着脱 30.0

７．排泄行為 80.0

８．入浴①（準備・後片付け） 8.6

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身） 17.1

10．整容 10.0

11．移動①（屋内） 15.0

12．移動②（屋外） 42.9

１．調理（後片付けを含む） 30.0

２．洗濯 17.1

３．掃除 17.1

４．整理・整頓 17.1

５．買い物 17.1

６．金銭管理 17.1

７．物の持ち上げ・運搬等 17.1

８．安全確認 17.1

９．服薬管理 30.0

１．意思の伝達をする 45.0

２．他者からの意思伝達を理解 45.0

３．代筆、電話の仲立ち等 17.1

４．緊急時の対応等 30.0

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向 30.0

２．自傷行為 45.0

３．他人・物に対する粗暴な行為 30.0

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動 45.0

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動 30.0

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助 8.6

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援 8.6

３．健康管理 30.0

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援 1.5

送迎及び移動に関する支援 1.5

準備及び後片付けに関する支援 1.5

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援 1.5

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援 1.5

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援 1.5

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援 1.5

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援 1.5

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練 1.5

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練 1.5

（その他特記事項） 1.5

最大値（１日当たり換算）

家
事
援
助

項　　　　　目
90

意
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疎
通
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的
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介
護

137.1

180.0

63.7

算定単位
（最大値）

438.6

179.7
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② 算定量－１（係数Ａ） 

 

変数の範囲 支援の必要度（最重度の場合の状態像） 補正係数

１．寝返り 5 × Ａ 0, 4, 8, 16 １回あたり５分の支援、1.5時間に１回の支援 ①

２．起き上がり 5 × Ａ 0, 3, 5, 7 １回あたり５分の支援、起床～就寝までに７回の支援

３．座位保持 5 × Ａ 0, 1, 2, 3 １回あたり５分の支援、起床～就寝までに３回の支援

４．車いす等への移乗 5 × Ａ 0, 1, 2, 3 １回あたり５分の支援、起床～就寝までに３回の支援 （１）

５．食事行為 Ａ × 3 0, 5, 20, 30 １回あたり最大30分の支援、１日あたり３回の支援

６．衣服着脱 Ａ × 2 0, 5, 10, 15 １回あたり最大15分の支援、１日あたり２回の支援 （１）

７．排泄行為 Ａ × 8 0, 2,  5, 10 １回あたり最大10分の支援、１日あたり８回の支援 ②

８．入浴①（準備・後片付け） 10 × Ａ 0, 0.5, 1, 2 １回あたり最大20分の支援

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身） 20 × Ａ 0, 0.5, 1, 2 １回あたり最大40分の支援 （１）

10．整容 10 × Ａ 0, 0.25, 0.5, 1 １日あたり最大10分の支援

11．移動①（屋内） 5 × Ａ 0, 1, 2, 3 １回あたり５分の支援、起床～就寝までに３回の支援

12．移動②（屋外） 60 × Ａ 0, 1, 1, 1 １回あたり60分の支援 ③

１．調理（後片付けを含む） 0, 0.2, 1, 2

２．洗濯 0, 0.2, 1, 2

３．掃除 0, 0.2, 1, 2

４．整理・整頓 0, 0.2, 1, 2

５．買い物 0, 0.2, 1, 2

６．金銭管理 0, 0.2, 1, 2

７．物の持ち上げ・運搬等 0, 0.2, 1, 2

８．安全確認 0, 0.2, 1, 2

９．服薬管理 0, 0.2, 1, 2

１．意思の伝達をする 0, 0.5, 1.5, 3

２．他者からの意思伝達を理解 0, 0.5, 1.5, 3

３．代筆、電話の仲立ち等 0, 0.2, 1, 2

４．緊急時の対応等 0, 0.2, 1, 2

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向 0, 0.2, 1, 2 （２）

２．自傷行為 0, 0.5, 1.5, 3 （２）

３．他人・物に対する粗暴な行為 0, 0.2, 1, 2 ④,（２）

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動 0, 0.5, 1.5, 3 （２）

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動 0, 0.2, 1, 2 （２）

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助 0, 0.2, 1, 2

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援 0, 0.2, 1, 2

３．健康管理 0, 0.2, 1, 2

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援 0, 0.1

送迎及び移動に関する支援 0, 0.1

準備及び後片付けに関する支援 0, 0.1

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援 0, 0.1

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援 0, 0.1

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援 0, 0.1

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援 0, 0.1

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援 0, 0.1

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練 0, 0.1

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練 0, 0.1

（その他特記事項） 0, 0.1
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Ａ

Ａ

Ａ

基準単位

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

個々の項目１回あたり平均２単位（30分程度）の支援

個々の項目１回あたり平均0.1単位（1.5分程度）の支援

（２）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

個々の項目１回あたり平均２単位（30分程度）の支援

個々の項目１回あたり平均２～３単位（30～45分程度）の支援

個々の項目１回あたり平均２～３単位（30～45分程度）の支援
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ア）変数の範囲について 

 

   算定量係数Ａは個々の項目ごとに、「０～個々の最大値」の範囲で４つの定数をもつ

が、これら４つの定数がそれぞれの項目の調査結果に対応する。 

   ただし、屋外移動及びその他特記事項においては、支援の必要性がない場合とそれ

以外の場合との２区分となる。 

 

イ）補正係数について 

 

   障害者の心身の状況の個別性に配慮し、標準的な算定単位を用いがたい場合に用い

るものとする。 

 

№ 項    目 
補正 

係数 
補  正  基  準 

① 寝返り １．２ 
皮膚疾患その他支給基準内の頻度の寝返り介助では褥瘡

ができる可能性が著しく高い場合 

② 排泄行為 

１．５ 
医療的な排泄支援を要する場合その他器具の洗浄等著し

く時間を要する場合 

１．３ 排泄等の後始末に著しく時間を要する場合 

③ 移動②（屋外） 

１．５ 腎臓透析により頻回の通院介助が必要な場合 

３．０  移動介護を利用する場合 

④ 他害行為 １．３ 
他害の対象が人であり、手段が行動である等危険性が著し

く高い場合 

（１） 

車いすへの移乗 

２．０ 
 体重が著しく重い等により、１人のホームヘルパーでの身

体介護が困難である場合 
衣服着脱 

入浴② 

（２） 

意思疎通（全項

目） 
１．１ 

 知的障害者・障害児の場合 
行動障害（全項

目） 
１．１ 

 

他の項目については、基本的に補正は行わないが、今後の調査結果により、特に必要であると認

められる場合には１．２を上限とした補正を行い、当該事例をもって補正の基準とする。 
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③ 算定量－２（係数Ｂ） 

 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 基準単位
１．寝返り Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ １日

２．起き上がり Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

３．座位保持 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

４．車いす等への移乗 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

５．食事行為 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 朝・昼・晩

６．衣服着脱 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

７．排泄行為 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ １日

８．入浴①（準備・後片付け） Ｂ/7 0, 1, 2, 3 ○ １週間

９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身） Ｂ/7 0, 1, 2, 3 ○ １週間

10．整容 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 朝・昼・晩

11．移動①（屋内） Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

12．移動②（屋外） Ｂ/7 0, 1.5, 3, 5 １週間

１．調理（後片付けを含む） Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 朝・昼・晩

２．洗濯 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

３．掃除 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

４．整理・整頓 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

５．買い物 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

６．金銭管理 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

７．物の持ち上げ・運搬等 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

８．安全確認 Ｂ/7 0, 1, 4, 7 ○ １週間

９．服薬管理 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 朝・昼・晩

１．意思の伝達をする Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

２．他者からの意思伝達を理解 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

３．代筆、電話の仲立ち等 Ｂ/7 0, 1, 2, 4 ○ １週間

４．緊急時の対応等 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

１．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

２．自傷行為 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

３．他人・物に対する粗暴な行為 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

１．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助 Ｂ/7 0, 0.5, 1, 2 ○ １週間

２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援 Ｂ/7 0, 0.5, 1, 2 ○ １週間

３．健康管理 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 起床時～就寝時

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

動機付け及び内容の理解に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

送迎及び移動に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

準備及び後片付けに関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

技術の習得及び作業等の遂行に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

（生活基盤・社会参加等）

住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

（生活能力等の向上）

在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練 Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

（その他特記事項） Ｂ 0, 1/3, 2/3, 1 ○ 昼間帯

算定単位 変数の範囲
区分

※　基準単位の定義
　(Ⅰ)　１日　　　　　：　24時間
　(Ⅱ)　起床時～就寝時：　概ね16時間とする。（対象者により変動する。）
　(Ⅲ)　昼間帯　　　　：　概ね８時間とする。（9時～17時を目安とした日中の活動時間）
　(Ⅳ)　朝・昼・晩　　：　食事や服薬等、１日のうち規則的に繰り返される回数を単位とする。
　(Ⅴ)　１週間　　　　：　７日
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ア）勘案項目と算定量係数Ｂの関係 

 

  ・ ２７ページ： 算定量係数Ｂ設定の考え方 

  ・ ２８ページ： 勘案事項１と算定量係数Ｂの関連 

 

  ・ 勘案事項 ２（介護を行う者の状況等） 

      〃  ７（障害者（児）の利用意向の具体的内容） 

      〃  ３（介護給付費等の受給状況） 

      〃  ４（障害児施設等の利用状況） 

〃  ５（介護保険給付に係る居宅サービスの利用状況） 

      〃  ６（保健医療福祉サービスの利用状況） 

      〃  ８（障害者（児）の置かれている環境） 

 

※ 勘案事項９（基盤整備状況）は、算定量を支給量に換算する場合に用いられる。 

※ サービス等利用計画案は、総合的に影響を及ぼすが、主に勘案事項１と主観的支

援量と客観的必要性の担保に関係する 

 

 

イ）変数の範囲について 

 

  ・ 算定量係数Ｂの最大値については、 

    (1) １日周期で繰り返される日常生活については最大値が１となる。この場合に 

は、算定量係数Ａで算出された単位が算定量（日）と等しくなる。 

    (2) 週単位で繰り返される日常生活については最大値が１以下となる。１週間あ

たりの最低必要回数を１日単位に換算するためである。 

  ・ １日周期で繰り返される日常生活の支援主体が週単位内で変動する場合（例：休

日は家族による支援を双方ともに希望する等、平日と支援主体が異なる場合等）の

取扱いについては、 

    (1) まず１日単位での基本的な支援の必要度を算定し、 

    (2) 当該算定単位に週単位での利用意向（日数）を乗じて得た単位を７で除し、 

    (3) 得られた単位について、直近上位の算定量係数Ｂを適用する。 

 

 

 

 

 

意向（主観的支援量） 

± 
補正（客観的必要性） 

 

 

物理的な制約条件 
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   ※ 週単位内で支援主体が変動する場合等の算定量係数Ｂの取扱い 

0 1/3 2/3 1

７/７

6/７

5/７

4/７

3/７

2/７

1/７

７/７

6/７

5/７

4/７

3/７

2/７

1/７

７/７

6/７

5/７

4/７

3/７

2/７

1/７

１日単位の
必要度

１週単位の
必要度

１(3/3)

２/３

１/３

算定量係数Ｂ

１

２/３

１/３

２/３

１/３

１/３
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④ 類型別算定量 

身体介護項目
№ 項目 係数Ｂ 算定単位 補正

1 １．寝返り 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 4, 8, 16 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 ①

2 ２．起き上がり 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 3, 5, 7 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

3 ３．座位保持 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 1, 2, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

4 ４．車いす等への移乗 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 1, 2, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （１）

5 ５．食事行為 Ａ × 3 × Ｂ ＝ Ａ: 0, 5, 20, 30 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

6 ６．衣服着脱 Ａ × 2 × Ｂ ＝ Ａ: 0, 5, 10, 15 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （１）

7 ７．排泄行為 Ａ × 8 × Ｂ ＝ Ａ: 0, 2,  5, 10 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 ②

8 ８．入浴①（準備・後片付け） 10 × Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.5, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 3

9 ９．入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身） 20 × Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.5, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 3 （１）

10 10．整容 10 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.25, 0.5, 1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

11 11．移動①（屋内） 5 × Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 1, 2, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

12 12．移動②（屋外） 60 × Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 1, 1, 1 Ｂ: 0, 1.5, 3, 5 ③

単位／日

生活支援項目①（家事援助）
№ 項目 係数Ａ 係数Ｂ 算定単位 補正

13 １．調理（後片付けを含む） Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

14 ２．洗濯 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

15 ３．掃除 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

16 ４．整理・整頓 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

17 ５．買い物 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

18 ６．金銭管理 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

19 ７．物の持ち上げ・運搬等 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

20 ８．安全確認 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 4, 7

21 ９．服薬管理 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

単位／日

生活支援項目②（意思疎通手段）
№ 項目 係数Ａ 係数Ｂ 算定単位 補正

22 １．意思の伝達をする Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.5, 1.5, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

23 ２．他者からの意思伝達を理解 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.5, 1.5, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

24 ３．代筆、電話の仲立ち等 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1, 2, 4

25 ４．緊急時の対応等 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

単位／日

生活支援項目③（行動障害）
№ 項目 係数Ａ 係数Ｂ 算定単位 補正

26 １．対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （２）

27 ２．自傷行為 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.5, 1.5, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （２）

28 ３．他人・物に対する粗暴な行為 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 ④,（２）

29 ４．強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.5, 1.5, 3 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （２）

30 ５．睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1 （２）

単位／日

生活支援項目④（医薬面の支援・その他支援）
№ 項目 係数Ａ 係数Ｂ 算定単位 補正

31 １．医療処置、受診等（通院を含む）に関する援助 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 0.5, 1, 2

32 ２．医師等の診断結果及び説明の理解に関する支援 Ａ × Ｂ/7 ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 0.5, 1, 2

33 ３．健康管理 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.2, 1, 2 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

４．その他特記事項

（訓練・作業等）

34 動機付け及び内容の理解に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

35 送迎及び移動に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

36 準備及び後片付けに関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

37 技術の習得及び作業等の遂行に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

（生活基盤・社会参加等）

38 住宅の確保、生活支援の体制作り等に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

39 就職・就労先の選定及び就職先との調整に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

40 余暇活動及び地域の活動への参加等に関する支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

（生活能力等の向上）

41 在宅生活に必要な生活関連行為を習得するための支援 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

42 車いすの操作、歩行、日常生活動作等に関する訓練 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

43 持久力、敏捷性の向上等の体力増強のための訓練 Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

44 （その他特記事項） Ａ × Ｂ ＝ Ａ: 0, 0.1 Ｂ: 0, 1/3, 2/3, 1

単位／日

③小計

④小計

（２）

注　　　釈（変数の範囲ほか）

注　　　釈（変数の範囲ほか）

②小計

注　　　釈（変数の範囲ほか）

注　　　釈（変数の範囲ほか）

注　　　釈（変数の範囲ほか）

【居宅介護算定量算出基準表】

係数Ａ

合計

①小計
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算定単位から類型別算定量への換算方法 

 

ア）乗降介助以外 

 

類  型 勘案項目（Ａ） 算 定 量 ／月 

身体介護 １～12・31 

（１～12の小計） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ 60  

（31） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ ４ 

家事援助 13～30・32～44 算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ ４ 

行動援護 
５～７・10～12 

22～44 

 

（12） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ 60 

 

同行援護 
３～５・７・10・ 

12・22～44 

 

（12） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ 60 

 

移動支援 
３～５・７・10・ 

12・22～44 

 

（12） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ 60 

 

重度訪問介護 １～44 

（１～12の小計） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ 60  

（13～44の小計） 

算定単位小計 × ７日 × 4.3週 ÷ ４ 

 

上記算式により、類型別算定量を算出することとする。算定量については、地域特性の

うち、個別の利用意向や居宅介護以外の基盤整備を含む社会資源の整備状況及び利用状況

が加味されたものであるが、居宅介護自体についても地域ごとの基盤整備状況等を踏まえ

支給量決定を行う必要がある。これは、資源の公平な配分の観点から行われるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勘案事項９ 

（基盤整備状況） 

算定量 

支給量 
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イ）乗降介助 

 

通院回数（日数）に応じて最大算定量を設定する。 

 

通院回数 
最大値 

（算定量） 
算出根拠 

1回／週 10回／月 （1回×4.3週（切り上げ））×２ 

2回／週 18回／月 （2回×4.3週（切り上げ））×２ 

3回／週 26回／月 （3回×4.3週（切り上げ））×２ 

4回／週 36回／週 （4回×4.3週（切り上げ））×２ 

5回以上／週 44回／週 （5回×4.3週（切り上げ））×２ 

 

身体介護の算定量の算出の際には、乗降介助に関連する項目も含んで算出している。

そのため、乗降介助の算定をした場合には、身体介護の算定量については、乗降介助に

関する算定量を差し引きしたうえで算出する必要がある。 

 

例   乗降介助の算定量     ２６回 

調整前の身体介護の算出量 ５５時間 

 

５５時間 － (２６回×１／２) ＝ ４２時間 

 

 

乗降介助の算定量     ２６回 

調整後の身体介護の算出量 ４２時間 
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決定支給量 

 

 

 

⑤ 支給量（類型別支給量） 

 

   居宅介護における類型別支給量については、次のとおりとする。 

 

 

（算定イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    注① ： 類型別算定量が類型別支給量の最大値に達するまでは、算定量をもって決定支給量

とする。当該支給決定障害者等の環境の変化については、支給量変更申請並びに措置

の両面で迅速に対応する。 

    注② ： 基盤整備等の状況を踏まえ、決定支給量の上限を設定する。 

 

これは、基盤整備等の状況を踏まえた取扱いであり、当該決定支給量の上限（最

大値）については、当該支給を行うことに伴う公費負担に対する市民の意見を踏ま

えつつ、障害者福祉における「在宅生活の重視」「施設から在宅への復帰」に資する

よう適宜見直しを行うこととする。 

        ※ 身体介護及び家事援助の下段（ ）の数値は通院介助にかかる時間数を表す。 

 

 

 

類型別算定量の分布 
（最大値） 

 身体介護  ：月 199.00時間 

（36時間） 

 （乗降介助  : 月      44回） 

 家事援助  ：月 276.86時間 

（26時間） 

 行動援護  ：月   64.50時間 

 同行援護  ：月   64.50時間 

 移動支援  ：月 64.50時間 

 重度訪問介護：月 550.00時間 

類型別支給量 
（最大値） 

 身体介護  ：月 60.00時間 

 （乗降介助  : 月      44回） 

 家事援助  ：月 90.00時間 

行動援護  ：月 50.00時間 

  

（注①） 

（注②） 
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１．類型別支給量の最大値（一覧表） 

 

  決定区分 

支給量 

 

最大値 

内     訳 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

身
体
介
護 

乗
降
介
助 

家
事
援
助 

行
動
援
護 

同
行
援
護 

移
動
支
援 

重
度
訪
問
介
護 

身体

介護 

乗降

介助 

家事

援助 

行動

援護 

同行援護 

移動支援 

重度

訪問

介護 

●      ６０時間 ６０       

 ●     ４４回   ２２     注１ 

  ●    ９０時間   ９０     

   ●   ５０時間    ５０    

    ●  ６４．５時間     ６４．５   

     ● ５５０時間      ５５０  

 

● ●     ６０時間 ６０      

●   ●   １１０時間 ６０   ５０    

● ●   ●  １１０時間 ６０   ５０  注２ 

  ●  ●  １４０時間   ９０  ５０  注２ 

● ● ●    １５０時間 ６０ ９０     

● ● ●  ●  ２００時間 ６０ ９０  ５０  注２ 

 
注１）乗降介助が他の類型との併用がないことは、乗降介助の支援を必要とする人体状況等から想

定することはできない。 
注２）移動支援、同行援護の最大値が他の類型との併用により変動するのは、これら他の類型の支

援において屋外移動や買い物等における屋外での支援等、一部重複する支援が含まれるため。
特に移動支援については、事業所が居宅介護事業所と一体的に運営しており、基盤整備が十
分でないため。 

 
※ 身体介護には、通院介助の身体介護を伴う、家事援助には通院介助の身体介護を伴わないを含む。 
※ 重度訪問介護における移動中介護加算の時間数の上限は５０時間とする。 
※ 外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に入居し、受託居宅介護サービスの提供を受ける場
合については、２の最大値とする。 
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２．類型別支給量の最大値（外部サービス利用型指定共同生活援助事業所に入居し、受託

居宅介護サービスの提供を受ける場合） 

2.5時間 10時間 15時間 22時間 32時間

④ ⑤

障害支援区分

区分６

支　給　量
最　大　値

行

動
援
護

同

行

援

護

移

動

支

援

●

重
度

訪
問
介
護

区分２ 区分３ 区分４ 区分５

決定区分

① ② ③ ⑥

身

体
介
護

乗

降
介
助

家

事
援
助

 

 
※ 身体介護には、通院介助の身体介護を伴うを含む。 
※  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準附則 18条の 2で定める指定共同生活援助事業所にお
いて個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例の場合は、１の最大値とする。 

※ 以下に掲げる場合であって、支給標準時間の範囲内では必要な受託居宅介護サービスの支給量が
確保されないと認められる場合には、１の最大値とする。 

① 当該支給申請を行う者が利用する外部サービス利用型指定共同生活援助を行う事業所に、当

該支給申請を行う者以外に受託居宅介護サービスの提供を現に受けている、若しくは、希望す

る利用者がいない場合又は受託居宅介護サービスを受けている、若しくは、希望する利用者の

すべてが障害支援区分２以下である場合 

② 障害支援区分４以上であって、指定特定相談支援事業者等が作成したサービス等利用計画案

を勘案した上で、支給標準時間を超えた支給決定が必要であると市町村が認めた場合 
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３－６ 支給決定基準⑥（地域移行支援、地域定着支援） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

 

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(月) 
※一月の支給量は

「当該月の日数」 

サービス等 

利用計画案 
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４ 障害児通所支援 （平成 24年 4月 1日施行） 

 

① 対象となる障害児（児童福祉法第 4条第 2 項） 

 

 児童福祉法における障害児とは、身体に障害のある児童、知的障害のある児童又は精神に

障害のある児童（発達障害者支援法第 2 条第 2 項に規定する発達障害児を含む。）をいう。

通所給付決定を行うに際し、医学的診断名又は障害者手帳を有することは必須要件ではなく、

療育を受けなければ福祉が損なうおそれのある児童を含むものとする。なお、高次脳機能障

害については、器質性精神障害として精神障害に分類されるものである。また、各種援助措

置を受けやすくする観点から、できる限り障害者手帳の取得を勧奨することが望ましいが、

保護者の障害受容が不十分な場合があることから、一律に勧奨することがないよう配慮が必

要である。 

 

② 通所給付決定の流れ（「Ⅱ 障害福祉サービス等の支給決定基準について」参照） 

 

 障害児通所支援においては、障害者総合支援法におけるサービス等利用計画案にあたる「障害

児支援利用計画案」を勘案し、支給決定を行う。 

 

③ 障害児通所支援の種類、内容 

 

(1) 児童発達支援 

 

 

 

 

 

(2) 医療型児童発達支援 

 

 

 

 

 

(3) 居宅訪問型児童発達支援 

 

 

 

 

 

・ 日常生活における基本動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練など。 
（対象） 

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障
害児。 

・ 児童発達支援及び治療を行う。 
（対象） 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要であ
ると認められた障害児。 

・ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本動作の指導、知識技能の付与など
を行う。 

（対象） 
重症心身障害等の重度の障害により外出が著しく困難である等、障害児本人の状

態を理由として外出ができないと認められた障害児。 
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(4) 放課後等デイサービス 

 

 

 

 

 

(5) 保育所等訪問支援 

 

 

・ 生活能力向上のための訓練、社会との交流の促進など。 
（対象） 

学校（幼稚園、大学を除く。）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が
必要と認められた障害児。 

 

・ 障害児以外の児童との集団生活適応のための専門的な支援 
（対象） 

保育所等に通う障害児であって、当該施設を訪問し、専門的な支援が必要と認め
られた障害児。 
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４－１ 支給決定基準（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

要否判定 

勘案事項１ 

児童勘案事項 8 

児童勘案事項 
2～7 

支給量(日) 

（52ページ参照） 

障害児支援 

利用計画案 
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① 支給量等（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） 

 

 ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等と 基盤整備状況（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 希望量 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

児童発達支援 

（医療型含） 

１回／週 ６日／月 １回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

２回／週 １０日／月 ２回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

３回／週 １４日／月 ３回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

４回／週 １９日／月 ４回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

５回／週 
月の日数 

－８日／月 
５回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

居宅訪問型児

童発達支援 

１回／週 ６日／月 １回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

２回／週 １０日／月 ２回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

放課後等デイ

サービス 

１回／週 ６日／月 １回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

２回／週 １０日／月 ２回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

３回／週 １４日／月 ３回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

保育所等訪問

支援 

１回／週 ６日／月 １回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

２回／週 １０日／月 ２回×4.3週（切り上げ）＋ １日（※調整日） 

 

   ※「調整日」の考え方 
      基本的には 4.3週を乗じて切り上げた回数で対応可能と思われるが、週前半（あるいは後半）

に偏した利用を行う者が、月毎の曜日別日数に変動があった場合においても定期的な利用が可

能となるよう配慮するとともに、他の者の利用が急遽キャンセルとなった場合の利用について、

支給量変更等の手続きを経ることなくフレキシブルに利用可能となるよう設定したもの。 

      支給決定の際には「調整日」の意図について、十分な理解を得るよう努めるとともに、サー

ビス提供事業者との契約時にもこれを踏まえた契約が行われるよう支援する必要がある。 

 

 

 

児童勘案事項２～７ 
児支援利用計画案 児童勘案事項８ 
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○ 「児童発達支援」の特例について 

 

      児童発達支援については幼児を対象としており、特に保育所通園開始前の年齢層で

は、利用者数が通年で一定ではなく、当該幼児の状態も日々変化する。 

そこで、施設の運営面及び利用者の希望、集中的な療育・医療的指導等の必要性を

踏まえ、特段の療育等を必要とする期間及び理由を明記した障害児支援利用計画案の

提出により、「当該月の日数」を支給量とすることができるものとする。 

ただし、それが長期に渡ることは考え難いため、「当該月の日数」を支給量とする

場合は、支給決定期間を最長６ヶ月とする。 

更新の際には、必ず、関係者（保護者、サービス提供者、主治医等）による確認会

議等を行い、前計画によるサービス提供の効果を共有し、更新の是非につき、全員に

承認を得た旨を記載した利用計画案を作成、提出することとする。 

さらに、再度の更新の必要が生じた場合には、当該利用計画案の内容をあらかじめ

判定機関に諮り、マネジメントの適正を問うこととする。 

 

また、居宅訪問型児童発達支援については、対象者が重度障害等により外出が著し

く困難な障害児であることから、本人の体調が不安定であることが想定されるため、

原則として週２日までとしているが、障害児通所支援における集団での療育に移行し

ていくための支援として支給を行う場合は、特段の療育等を必要とする期間及び理由

を明記した障害児支援利用計画案の提出により、週２日を超えての支給量とすること

ができるものとする。 

ただし、それが長期に渡ることは考え難いため、週２日を超えての支給量とする場

合は、支給決定期間を最長６ヶ月とする。 

 

 

 

イ）留意事項 

 

 就学児に関する通所サービスである「放課後等デイサービス」は、学校等との連携

によるサービス提供が期待されており、その対象年齢は 18 歳（卒業後の通所先が無い

など、一定の条件により 20 歳まで延長可）までと規定された。 

サービスの趣旨から、姫路市における対象者の年齢も同様に取り扱うが、週 4 回以

上のサービス提供を可とすると、利用偏在が起こることが明白であるので、基盤整備

の観点から支給量を制限している。 

 また、平成 28 年 3 月 7日付け厚生労働省通知（障障発 0307第 1号）にあるように、

単なる居場所となっている事例や支援技術が不十分な事業所が軽度な障害児ばかりを

集めている事例が指摘されており、それらを助長する無意な支給を行わないよう、支

給量の決定においても特に必然性に留意する。 
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５ 地域生活支援事業 

 

①  位置づけ  

障害者総合支援法によって法定化された事業【法第７７条】 

 

② 事業開始時期  

平成１８年１０月１日（法附則第１条第２号） 

 

③ 地域生活支援事業の概要 

障害者及び障害児が、その有する能力及び適性に応じ、自立して日常生活支援又は社

会生活を営むことが出来るよう地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態によ

る事業を効率的・効果的に実施するもの。 

実施根拠  障害者総合支援法第７７条 及び障害者総合支援法施行規則第３章 

実施主体  市区町村（事業の全部又は一部を団体等に委託して実施可能） 

 

④ 支給基準の制定 

申請に基づき、障害の状況を踏まえて決定した対象者が、必要なサービスを利用でき

るように支給基準を明確にする。また、従来より柔軟な事業運営を行うことができるよ

う支給基準を定め、利用者にとって利用しやすいサービスとする。 

 

⑤ 基本的な考え方 

障害者総合支援法に規定する、個別給付（介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補

装具）と組合せて効果的に実施する。（サービス等利用計画案は勘案事項ではない） 

 

⑥ 利用者負担 

制度を安定的かつ継続的に運営するため、基本的に「負担能力に応じた公平な負担」

の考え方を原則として費用を設定し、利用サービスに要する費用の１割と比べ、いずれ

か低い方を利用者負担とする。 

ただし、利用者負担になじまず、利用者負担を求めることが困難な事業（理解促進研

修・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支援事業、成年後見制度利用支援事業、成年

後見制度法人後見支援事業、意思疎通支援事業、宿泊訓練事業、ろうあ相談室設置事業、

社会参加支援事業、権利擁護支援事業、就業・就労支援事業）については、全額公費負

担とし、利用者負担はなしとする。 
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⑦ 地域生活支援事業の内容 

 

支給決定 受給者証 利用者負担 負担上限 支給決定単位

〇 〇 回／月

〇 〇 回／月

〇 〇 回／月

〇 〇

〇 〇 〇 〇 時間（30分）／時間

〇 〇 〇 〇 日／月

〇 〇 〇 〇 日／月

〇 〇 〇 〇 回／月

日中短期入所事業 〇 〇 〇 〇 回／月

タイムケア事業 〇 〇 〇 〇 回／月

社会参加支援事業

〇

権利擁護支援事業

就業・就労支援事業

就労支援・活動創出事業

リフトバス利用者助成事業

レクリエーション活動等支援事業

文化芸術活動復興事業

点字・声の広報等発行事業

自動車運転免許取得・改造助成事業

知的障害者・障害児社会参加助成事業

障害者ガイドマップ作成事業

障害者虐待防止策支援事業

知的障害者職親委託事業

就業促進・安定化事業

宿泊訓練事業

日中一時支援事業

ろうあ相談室設置事業

小規模通所施設支援事業

行動障害支援事業

障害者差別解消推進事業

地域活動支援センター機能強化事業

要約筆記奉仕員養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

日常生活支援事業

福祉ホーム事業

訪問入浴サービス事業

手話通訳者養成研修事業

手話奉仕員養成研修事業

手話通訳設置事業

日常生活用具費給付事業

要約筆記者養成研修事業

移動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

成年後見制度利用支援事業

　　手話通訳者派遣事業

　　要約筆記者派遣事業

　　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

意思疎通支援者養成研修事業

意思疎通支援事業

意思疎通支援者派遣事業

事業名

理解促進研修・啓発事業

障害者週間事業

自発的活動支援事業

家族等支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

相談支援事業

障害者相談支援事業
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⑧ 利用者負担の上限額 

自立支援給付の障害福祉サービス（介護給付・訓練等給付）と地域生活支援事業を併

給する者、地域生活支援事業の複数サービスを利用する者については、過重負担になら

ないように利用者負担額の総合的な上限管理を行うことで利用者負担の軽減を図る。 

利用者負担

○応能負担割合と1割負担を比
べ、いずれか低い方

無料

日中短期入所事業

タイムケア事業

無料

社会参加支援事業

権利擁護支援事業

就業・就労支援事業

○応能負担割合と1割負担を
比べ、いずれか低い方

手話奉仕員養成研修事業

要約筆記者養成研修事業

無料

○応能負担割合と1割負担を比
べ、いずれか低い方

地域活動支援センター機能強化事業

日常生活支援事業

福祉ホーム事業

移動支援事業

無料

意思疎通支援者養成研修事業

手話通訳者養成研修事業

要約筆記奉仕員養成研修事業

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

知的障害者職親委託事業

就業促進・安定化事業

就労支援・活動創出事業

レクリエーション活動等支援事業

障害者虐待防止策支援事業

障害者差別解消推進事業

宿泊訓練事業

日中一時支援事業

ろうあ相談室設置事業

行動障害支援事業

リフトバス利用者助成事業

自動車運転免許取得・改造助成事業

文化芸術活動復興事業

点字・声の広報等発行事業

事業名

理解促進研修・啓発事業

成年後見制度法人後見支援事業

障害者週間事業

家族等支援事業

知的障害者・障害児社会参加助成事業

意思疎通支援者派遣事業

成年後見制度利用支援事業

　　手話通訳者派遣事業

　　要約筆記者派遣事業

手話通訳設置事業

意思疎通支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

自発的活動支援事業

相談支援事業

障害者ガイドマップ作成事業

小規模通所施設支援事業

日常生活用具費給付事業

障害者相談支援事業

訪問入浴サービス事業

　　盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

 

 

⑨ 支給決定の有効期間 

 

地域生活支援事業の支給決定の有効期間は、３年以内とする。 
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６ 地域生活支援事業の支給決定基準 

 

６－１ 支給決定基準①（移動支援事業） 

 

① 移動支援事業の支給量等決定の考え方 

地域生活支援事業に移行する移動介護については、「身体介護を伴う」「身体介護を伴わ

ない」場合の区分は行わず単価の支給区分を一本化する。 

ただし、支給量決定については、これまで姫路市において実施してきた積算方式を基本

とし、時間に換算する方法をとる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 支給量 

 

 

 

 

 

６－２ 支給決定基準②（日中一時支援事業） 

 

① 支給量決定の考え方 

自立支援給付の短期入所と同様に勘案事項１の各項目が支給量に直結する場合は少なく、

家族等の状況（勘案事項２）・本人の希望（勘案事項７）を踏まえつつ、最終的には基盤整

備状況（勘案事項９）により支給量（回数又は日数）を決定することが、資源の配分の公

平性の観点からも、適切な方法と考えられる。（サービス利用計画案がある場合は参考とす

る） 

 

・勘案事項１については、その結果を１回（日）当たりのサービス提供時間に反映するこ

とは困難（短期入所は１日を基本的な単位とするため）であり、短期入所施設におけるサ

ービス内容あるいはサービス提供の際の支援の困難度に反映させる。具体的には、障害程

度により単価差を設け、これをもって提供側のサービスの質の維持を報酬面で担保する形

をとる。 

 

一本化 移 動 支 援 

地域生活介護 
移動介護 

身体介護を伴う 

移動介護 

身体介護を伴わない 

移動支援 最大値（６４．５時間） ≦ 
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【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

 

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

 

勘案事項 
2～8 

支給量(日) 

（59ページ参照） 
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② 支給量等－Ⅰ（日中短期入所事業） 

 

 ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等と 基盤整備状況（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 希望量 最大値（支給量） 

本則 

７回未満 ７回 

７回以上 

１５回未満 
 本人の希望する回数 

１５回以上 １４回 

特例（※） １５回以上  必要と認める回数 

 

   ※「特例」の考え方 
      特例については、下記のいずれかの要件に該当すると認められる場合に適用する。 

 

      ① 家族の急な疾病その他やむを得ない事由により、１４回を超えた日中短期入所事業の必

要性が生じた場合。（家族の疾病に関する診断書その他の資料により、支給量変更申請を行

い、当該事由が消滅した時点で、職権により旧の支給量に復するものとする。） 

② 利用調整に要する期間その他施設入所が可能となるまでの期間、家族等の状況からやむ

を得ず日中短期入所事業による支援が必要であると姫路市が認めた場合。 

 

 

イ）留意事項 

 

   ・ 支給決定は介護給付の短期入所を考慮した上での「回数」決定とする。従って介護

給付（短期入所）ばかりであることが調査時点で把握できる場合には、介護給付（短

期入所）のみをもって支給量とする。また、介護給付の短期入所と日中一時支援事業

を併給利用する場合の支給量は、最大２１回とする。ただし、個々の支給量は１４回

を超えないものとする。 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

勘案事項２～８ 勘案事項９ 

※ 市町村の「その他の事業」である「障害児タイムケア事業」については、その対象者を「障害の
ある中高生等」から「障害者等」に拡大し、事業の名称を「日中一時支援事業」に変更した。 

※ 短期入所（宿泊を伴わない。）を利用していた障害者等も本事業の対象とすることが可能。 
 

障害保健福祉関係主管課長会議(H18．6．26)資料 10－1 抜粋 

 

＋ 

 
 

短 期 入 所 

介護給付 
 

最 大 値 
（２１日） 

 

≦ 

 
日 中 一 時 支 援 事 業 

（日中短期入所事業） 

地域生活支援事業 
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③ 支給量等－Ⅱ（タイムケア事業） 

 

 ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等と 基盤整備状況（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 原則 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

本則 ２回／週 ９回／月 １回×4.3週（切り上げ） 

 
    

イ）留意事項 

 
 支給決定は児童通所支援の放課後等デイサービスを考慮した上での「回数」決定と
する。（47頁参照）従って児童通所支援ばかりであることが調査時点で把握できる場合
には、児童通所支援のみをもって支給量とする。 

勘案事項２～８ 勘案事項９ 
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６－３ 支給決定基準③ 

（地域活動支援センター事業） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(日) 

（62ページ参照） 
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① 支給量等 

 

 ア）支給量 

 

     希望回数（日数）等 と 各月の日数－８日（最大値） のいずれか低い方 

 

 

区分 希望量 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

身体・知的・

精神 

１回／週 ７日／月 １回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

２回／週 １１日／月 ２回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

３回／週 １５日／月 ３回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

４回／週 ２０日／月 ４回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

５回／週 月の日数－８日 ５回×4.3 週（切り上げ）＋ ２日（※調整日） 

   ※ 算定は１日１回とする。 

   ※「調整日」の考え方 

      基本的には 4.3 週を乗じて切り上げた回数で対応可能と思われるが、週前半（あるいは後半）

に偏した利用を行う者が、月毎の曜日別日数に変動があった場合においても定期的な利用が可

能となるよう配慮するとともに、他の者の利用が急遽キャンセルとなった場合の利用について、

支給量変更等の手続きを経ることなくフレキシブルに利用可能となるよう設定したもの。 

      支給決定の際には「調整日」の意図について、十分な理解を得るよう努めるとともに、サー

ビス提供事業者との契約時にもこれを踏まえた契約が行われるよう支援する必要がある。 

 

イ）留意事項 

 

   ・ 支給決定は介護給付の利用回数を考慮した上での「回数」決定とする。 

・ 日中活動（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援）と地域生活支

援事業（地域活動支援センター機能強化事業）は、複数利用することが可能とな

るため、それぞれのサービスについて個々独立して支給量を定めるのではなく、

複数利用するサービスの合計日数により最大値（支給量）とする。 

 

 

 

                      

 

 

 

・生活介護 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

 

地域生活 

支援事業 

 
 
各月の日数－８日        ＋ ≦ 

勘案事項２～９ 

・生活介護 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

 

地域生活 

支援事業 

各月の日数－８日 
※但し、真にやむをえない 

事由があると認められる 
場合にあっては、この限 
りではない。 

＋ ≦ 



 

－   － 63 

 

 

６－４ 支給決定基準④（福祉ホーム事業） 

 

【支給決定方法】 

 

 

Ⅰ身体状況
Ⅰ－１ 視力
Ⅰ－２ 聴力
Ⅰ－３ 言語
Ⅰ－４ 麻痺
Ⅰ－５ 拘縮
Ⅰ－６ 欠損
Ⅰ－７ 手指の動き
Ⅰ－８ その他

Ⅱ日常生活動作（身体介助）
Ⅱ－１ 寝返り
Ⅱ－２ 起き上がり
Ⅱ－３ 座位保持
Ⅱ－４ 車いす等への移乗
Ⅱ－５ 食事行為
Ⅱ－６ 衣服着脱
Ⅱ－７ 排泄行為
Ⅱ－８ 入浴①（準備・後片付け）
Ⅱ－９ 入浴②（浴槽の出入り・洗髪・洗身）
Ⅱ－１０ 整容
Ⅱ－１１ 移動①（屋内）
Ⅱ－１２ 移動②（屋外）

Ⅲ日常生活動作（家事援助）
Ⅲ－１ 調理（後片付けを含む）
Ⅲ－２ 洗濯
Ⅲ－３ 掃除
Ⅲ－４ 整理・整頓
Ⅲ－５ 買い物
Ⅲ－６ 金銭管理
Ⅲ－７ 物の持ち上げ・運搬等
Ⅲ－８ 安全確認
Ⅲ－９ 服薬管理

Ⅳ意思疎通手段
Ⅳ－１ 意思の伝達をする
Ⅳ－２ 他者からの意思伝達を理解
Ⅳ－３　 代筆・電話の仲立ち等
Ⅳ－４ 緊急時の対応等

Ⅴ行動障害
Ⅴ－１ 対人関係・適応性・順応性・自閉的傾向
Ⅴ－２ 自傷行為
Ⅴ－３ 他人・物に対する粗暴な行為
Ⅴ－４ 強いこだわり、多動、パニック等
Ⅴ－５ 睡眠障害や食事・排泄に係る不適応行動

Ⅵその他
Ⅵ－１ 医療処置、受診等に関する援助
Ⅵ－２ 医師等の診断結果及び説明の理解
Ⅵ－３ 健康管理
Ⅵ－４ その他特記事項

Ⅶその他の心身の状況
Ⅶ－１ 既往症・現病歴・受診状況等
Ⅶ－２　　　 その他心身の状況  

要否判定 

勘案事項１ 

勘案事項 9 

勘案事項 
2～8 

支給量(日) 

（３年標準） 
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６－５ 支給量基準⑤（訪問入浴サービス事業） 

 

① 支給量等 

 

ア）支給量 

 

 支給決定は現在の訪問入浴サービスの利用回数を最大値（支給量）とする。 

 

区分 原則 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

本 則 １回／週 ５回／月 １回×4.3週（切り上げ） 

 

 

６－６ 支給量基準⑥（手話通訳者派遣事業・要約筆記者派遣事業） 

 

② 支給量等 

 

ア）支給量 

 

区分 原則 
最大値 

（支給量） 
算出根拠 

本 則 ２回/週 １０回／月 2回/週×4.3週（切り上げ）+１回（※調整回数） 

特 例 １１回以上６２回以下で必要と認める回数 

   注）１回の利用時間は３時間以内とし、３時間を超える利用は２回と換算する。 

 

 

   

 ※「調整回数」の考え方 

病院や会議での利用が主な利用となるため、病院の込み具合や会議時間が延びることな

どを想定して、支給量の変更等の手続きを経ることなく利用可能となるよう設定したも

の。 

 

※「特例」の考え方 

特例については、下記の要件に該当すると認められる場合に適用する。 

①急な疾病や入院その他やむを得ない事由により、１０回を超えた利用の必要性が生じ

た場合。（診断書その他の資料により、支給量変更申請を行い、当該事由が消滅した時点

で、職権により旧の支給量に復するものとする。） 

 

 

手話通訳者派遣事業 要約筆記者派遣事業 ＋ ≦ 最大値（１０回） 
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用語の定義 

この基準において使用する用語の意義は、障害者総合支援法において使用する用語の例による

ものとする。 

 

本稿における略称 

 障害者総合支援法      →    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号） 

 障害者総合支援法施行規則  →    障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律施行規則（平成１８年省令第１９号） 

 


